
〇調査対象
全地方公共団体（全都道府県、全市区町村） 1,788団体
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〇調査期間
令和7年8月15日～令和7年11月17日

〇調査方法
回答フォーム及びメールにより回答・回収
（※）一斉通知・調査システム（総務省）を使用

〇回収状況
1,738団体（有効回収率97.２％）

▹地方版総合戦略における「関係人口」の記載状況（令和７年3月31日時点）
①「関係人口」に関する記載がある…1,328団体 （＋37）
②「関係人口」という文言を使った記載はないが、「関係人口」の趣旨と同様の記載がある…187団体 （＋24）
③「関係人口」や、その趣旨と同様の文言は地方版総合戦略では記載していない…213団体 （－39）
④地方版総合戦略に対応する総合戦略が策定されていない（令和7年4月1日策定も含む）…10団体 （－9）

〇主な調査結果

▹令和６年度の「関係人口の創出・拡大」に関する取組の実施状況
① 実施した       …1,436団体 （＋29）

 うち、地方版総合戦略において「関係人口」に関する記載がある…1,175団体 （＋24）

② 実施しなかった…302団体 （－16）

▹令和６年度に実施した具体的な取組（複数回答）

令和7年度 関係人口の創出・拡大に向けた取組状況調査（概要）

• 個人版ふるさと納税を行った人の関係人口化に向けた取組      …650団体
• 地域から都市部住民等への関係人口化に向けた取組（情報発信・コーディネート等 ） …614団体
• 都市部において開催する、各地域へのつながりをつくるためのイベントや相談会等           …608団体
• 企業版ふるさと納税（人材派遣型を含む）を通じた関係人口の創出・拡大  …470団体
• 不特定の関係人口宛の情報発信や地域活動の募集・コーディネート                        …400団体 など

※（）内は前年比



調査結果概要
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令和6年度の「関係人口の創出・拡大」に関する取組の実施状況及び、
地方版総合戦略における「関係人口」の記載状況（令和7年3月31日時点）
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1,436 

302 

50 

1,175 , 地方版総合戦略に「関
係人口」に関する記載がある

167 , 地方版総合戦略に「関係
人口」という文言を使った記載はな
いが、「関係人口」の趣旨と同様の

記載がある

90 , 「関係人口」や、その趣旨と
同様の文言は地方版総合戦略で

は記載していない

4 , 地方版総合戦略に対応する
総合戦略が策定されていない（令
和7年4月1日策定も含む）

153 , 地方版総合戦略に「関係
人口」に関する記載がある

20 , 地方版総合戦略に「関係
人口」という文言を使った記載はな
いが、「関係人口」の趣旨と同様の

記載がある

123 , 「関係人口」や、その趣旨と
同様の文言は地方版総合戦略では

記載していない

6 , 地方版総合戦略に対応する総合戦略が策定され
ていない（令和7年4月1日策定も含む）

50 , 無回答

令和6年度の「関係人口の創出・拡大」
に関する取組の実施状況

実施した
実施しなかった
無回答

※単一回答

【n=1,788】
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実施した 実施しなかった 無回答

令和６年度の「関係人口の創出・拡大」に関する取組の実施状況（都道府県別）
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【n=1,788】

※単一回答



0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%
北
海
道

青
森
県

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都

神
奈
川
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

山
梨
県

長
野
県

岐
阜
県

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

徳
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

地方版総合戦略における「関係人口」の記載状況（都道府県別）【令和7年3月31日時点】
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「関係人口」に関する記載がある
「関係人口」という文言を使った記載はないが、「関係人口」の趣旨と同様の記載がある
「関係人口」や、その趣旨と同様の文言は地方版総合戦略では記載していない
地方版総合戦略に対応する総合戦略が策定されていない（令和７年4月1日策定も含む）
無回答

都
道
府
県
内
の
地
方
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共
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数
に
占
め
る
割
合

【n=1,788】

※単一回答



1,123 

1,100 

379 

218 

0 200 400 600 800 1,000 1,200

「関心層」
（例：実際に地域を訪問はしないが、地域産品の購入やふるさと納税等により経済的に貢

献）

「交流・観光層」
（例：年に数回程度、継続的に地域を訪問し、観光・買い物や体験活動を楽しむ）

「高関与層」 
(例：副業やボランティア活動など、定期的に地域を訪問し、担い手として活動する)

「二地域居住層」
（例：地域に居所をもち、行政サービスや公共施設についても一定の利用がある二地域居

住者等）

どのような層の関係人口（関わり方）を対象とした取組としているか 

令和６年度の関係人口と地域の関わり方に基づく取組状況
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（団体）

※複数回答
※無回答を除く

【n=1,436】



7

※自由記述をもとに分類し、主なものを記載

地方版総合戦略で「関係人口の創出・拡大」
（もしくは同じ理念・目的の下実施されている施策）に関して設定しているKPI の内容

○ふるさと納税制度（件数、金額など）に関するもの

（例）・・・ふるさと納税額、ふるさと納税の件数、企業版ふるさと納税寄附企業件数、ふるさと納税のリピート率、

 ふるさと納税寄附からの関係人口創出数

○観光入込客数、交流人口・滞在人口数、宿泊者数などに関するもの

（例） ・・・年間観光入込客数、地域間交流人口（延べ人数)、宿泊施設の宿泊者数

○移住体験プログラム、イベント等の参加人数などに関するもの

（例） ・・・田舎暮らし体験イベント参加者数、農家民泊宿泊者数、ワーケーション受入数、移住体験住宅の利用者数

○SNSフォロワー数、HPアクセス数などに関するもの

（例） ・・・ 町公式フェイスブックいいね数、町ホームページのPV数、市公式インスタグラムフォロワー数

○応援隊、ファンクラブ、サポーター制度の登録者数などに関するもの

（例） ・・・ファンクラブ登録者数、ふるさと住民票の登録者数

○移住・定住者数に関するもの

（例） ・・・移住・二地域居住者数、新規移住相談者数、UIJターン者数

○その他

（例） ・・・村への愛着度が高い人の割合の上昇、サブカルチャー関連イベント実施・参加件数      

地域や市内事業者等の課題解決に取り組む市外人材数、移住者・関係人口の関わりから新たに生まれた事業数

テレワーク施設利用者数      



650 

614 

608 

470 

400 

389 

323 

214 

178 

173 

142 

110 

105 

103 

65 

43 

208 

0 100 200 300 400 500 600 700

個人版ふるさと納税を行った人の関係人口化に向けた取組

地域から都市部住民等への関係人口化に向けた取組

都市部において開催する、各地域へのつながりをつくるためのイベントや相談会等

企業版ふるさと納税（人材派遣型を含む）を通じた関係人口の創出・拡大

不特定の関係人口宛の情報発信や地域活動の募集・コーディネート

関係人口の登録制度

テレワーク・ワーケーションをきっかけとした関係人口化に向けた取組

関係人口が関わっていく地域の特徴や課題の明確化、受入体制の整備

地域における中間支援組織や関係案内人等の育成・支援

農泊、こどもの農山漁村体験、棚田の保全等の農林水産業を通じた取組

多地域・二地域居住者、継続的な来訪者の受け入れ環境の整備

訪日インバウンド客などの外国人を対象とした関係人口化に向けた取組

高校生の地域留学

都市部住民等の地域での副業・兼業の推進

ふるさとワーキングホリデー

地方創生インターンシップ

その他

令和６年度に実施した具体的な取組
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（団体）

※複数回答
※無回答を除く

【n=1,436】
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0 50 100 150 200 250 300 350 400

公式SNS（LINE、Facebook等）

ファンクラブ（デジタル・アナログ問わず）

メールマガジン

オンラインコミュニティ

その他

関係人口の登録制度の手段・方法 

登録制度の内容（「関係人口の登録制度」があると回答した地方公共団体が回答対象）
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（団体）

※複数回答
※無回答を除く

【n=389】

301

130

88 

70 

43 

32 

50

0 50 100 150 200 250 300 350 400

登録者向けの情報発信（広報誌等含む）

登録証（オリジナル会員証、名刺、NFT等）

グッズや特産品等の特典

地域内の商業施設利用の際の割引等

公共施設利用の際の割引

地域通貨・ポイント特典

その他

関係人口の登録制度の特典（登録者向けサービス） （団体）



実施している, 
1,177 

実施予定, 324 

実施予定はない, 
230 

無回答, 57 

令和７年度の「関係人口の創出・拡大」に関する取組の実施予定（令和７年6月1日時点）
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※単一回答

【n=1,788】



「関係人口」を所管する部署が主に担っている政策
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1,269 

1,158 

458 

377 

231 

163 

120 

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400

移住・定住

まちづくり・地域活性化・企画

観光

産業振興

雇用

所管する部署がない

その他

（団体）

【n=1,728】

※複数回答
※無回答を除く
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0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400

地方公共団体の単独予算

内閣府の地方創生に関する交付金の予算

他の地方公共団体の予算（自治体が属する都道府県等）

その他国の補助金・モデル事業等

民間企業・団体等

その他

予算措置はない

「関係人口」の創出・拡大に関する取組の予算の財源
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（団体）

【n=1,724】

※複数回答
※無回答を除く
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0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400

自治体内の人員が不足している

予算が不足している

関係人口の創出・拡大を担う地域主体が少ないもしくは存在しない

関係人口と地域をつなぐ主体（中間支援組織）が見つからない

何から始めればよいのかがわからない

地域住民の理解が得られない

その他

特になし

「関係人口」の創出・拡大に関する施策を進めるうえでの課題
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（団体）

【n=1,726】

※複数回答
※無回答を除く
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